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1． なぜ教会は社会問題に関わるのか　　　　　　　　　 
栗田英昭
（大会靖国神社問題特別委員会委員長　多摩ニュータウン伝道所牧師）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
教会のなすべきことは伝道のみではないのか、それなのになぜ教会は社会問題にかかわるのか。表題の疑問をお持ちの方もあると思う。この件に関しては、「教会と国家に関わる神学」（Theology in Church and State）と言い現わされている植村正久の神学思想に学びたいと思う。そして継承すべきことは継承したいと願う。
教会のなすべきこと（本務）は礼拝と伝道であるということは明確である。植村のいう「福音の広播」と「社会の木鐸」は対等ではなく、「福音の広播」が中心であり、「社会の木鐸（ぼくたくとは世人を覚醒させ、教え導く人、言説で社会を指導する人）」の働きはその展開である。伝道の目的に関して植村は、次のように述べている。
『植村正久著作集』第6巻385-387頁「何故の伝道ぞ」（1897年、明30）には、教会の留意すべきことは多くあるが、何よりも伝道である。伝道の直接の目的は、霊魂の価値にあり、霊魂の滅びを救うことにある、ということが強調されている。
「曰く、社会改良、曰く、国家問題、曰く、文明とキリスト教、曰く、支那と日本、曰く、教育と宗教。これらはキリスト教徒の常に留意すべきものなり。彼ら殊に其の伝道に従事する輩は、神の真理を標準としてこれを弁論説明するを要す。しかれども伝道の直接なるまた最も重要なる霊性の滅びを救わんと欲するに在り。天下の滅びいずれかこれより甚だしき者あらんや。霊性をしてその本来の目的なる神に帰正せしむるは人間の最も大いなる事件にあらずや。伝道者がその本領として従事するは神の国なり。神の国を解かず、霊性の救いを唱えず、個人の霊魂を愛してその安危に眠食をわするる赤心なく、漫然としてただ徳育的社会的のキリスト教を説くは何ぞや。」
しかし、信仰者は、伝道すると共に社会や政治に関しても有益な見解を抱くに至るのは当然である（著作集６、20頁以下、1900年、明33年、「宗教法案に付きて」）と植村は、次のように述べている。
「宗教者は、政治上の意見や運動をなす自由を留保する必要がある。信仰に熱心である者は、必ず人倫と共に政治においても有益な見解を抱くに至るのは当然と云わねばならない。宗教にたずさわる者が、宗教家としての本領をわきまえ、いたずらに党派的政治家の中に入って漫然と政治運動に躍起となるは、必ずしもほめた事ではないが、だからといって宗教の世界が政治的に発言や運動を慎しむべきという何の理由もない。それでは角を矯めて牛を殺す結果となり、国家自体に対しても必ず大きな損害となるに違いないのである。」
さて、救いを与えられるのは、救いの必要に目覚め、救いを望むということがあるからであるが、それは第一に神の働きとしての神の恵みによるのである。人は、その神の働きに応答することによって救いに至るのである。それと同じく社会活動に目を開かれるのも、その必要に目覚めることによるわけであるが、目覚めるのは第一に神の働きによるのであるということも忘れてはならないことであると思う。もちろん、自分の意志も大切である。私自身は、ヤスクニ委員となって初めて信仰者の問題であるといわれていた「ヤスクニ問題」の意味をより具体的に考えるようになった。そしてキリスト者は、自分のため、教会のためばかりでなく、教会が存在している社会に対して、信仰者として、また教会として働くことも大切なことと思うようになっている。また、「ヤスクニ問題」に関わっていた故に、上記のような植村の意見に目を開かれ、心を留めることができたように思う。
２．「集団的自衛権」と「憲法」　　　　　　　
川越弘（沖縄伝道所牧師）
自民党政府が採用する「集団的自衛権」とは、「自国と密接な関係にある外国に対する武力攻撃を、自国が攻撃されていない場合にも実力をもって阻止する権利」のことである。

しかしこの「集団的自衛権行使の閣議決定」の文章を読むと、日本が侵害される「明白な危険がある場合」と限定している。「政府は『日本が侵害される明白な危険がある』と客観的・合理的な判断以外、『集団的自衛権の名のもとでの武力行使』ができない。政府による『集団的自衛権行使』の判断は、無限定であってはならない」とした。内閣法制局と公明党は、これまでの1972年以降の「日本政府（内閣法制局）の『個別的自衛権の行使』は、日本が侵害される明白な危険がある場合の必要最小限度の実力行使」の立場を貫いて、憲法のぎりぎりの域に踏みとどめた。それは、憲法9条の戦争放棄と憲法13章（生命・自由・幸福追求の国民の権利の尊重）と憲法前文との関連で、専守防衛という個別的自衛権による3つの条件、「1.我が国に対して不正な侵害があった場合。2.これを排除するための手段がない場合。3.その侵害に対する『必要最小限度の実力行使』」を堅持しようとしたからだ。

「集団的自衛権」は、国連憲章51条で国際法上認められている権利である。日本も集団的自衛権があるとしている。ところが日本は憲法9条により、上記の個別的自衛権の3つの条件の限度の枠に出ることを禁止してきた。
安倍内閣は従来の政府見解を変更した。「時代が変わったのだから『必要最小限度に限定した集団的自衛権の行使』は、憲法9条に矛盾しない」という。彼は「『必要最小限度』の意味は『これだ』と決まっているわけではなく、時代とともに変化する。大量破壊兵器や弾道ミサイル、国際テロなどによる新たなリスクを考えると、日本が攻撃されるのを待っているわけにはいかない。『我が国と密接な関係にある他国への武力攻撃が発生し、これにより我が国の存立が脅かされる』場合、それを『国民の生命、自由及び幸福追求の権利が根底から覆される明白な危険』に想定して、『必要最小限度』の枠に入れることが出来る。このような解釈なら憲法9条とは矛盾しない。日本はアメリカと日米安保条約を結んでおり、日本が他国から攻撃されたらアメリカ軍が日本を守るために行動するが、アメリカが他国から攻撃されても、日本の自衛隊はアメリカ軍と一緒に戦えない。こうなると日本が国際的な非難を浴びる。憲法の解釈を変えて集団的自衛権の行使も認めるべきだ」と主張する。
安倍内閣の解釈に反対を表明している憲法学者は、「集団的自衛権の行使を認める必要はない」と主張する。日本が他国の戦争に巻き込まれるからだ。これまでの個別的自衛権の行使でも十分対応できるとしている。また「集団的自衛権の行使は、憲法9条の解釈の限界を超えている」と主張する。憲法9条が許しているのは、日本の自衛のための実力行使のみだ。日本が攻撃されていないのに、他国のために実力行使が出来るという集団的自衛権の行使は、解釈上認められない。さらに、「閣議決定による解釈改憲ではなく『憲法改正』によるべきである」と言う。憲法は政府を縛るために国民に与えられたものだ。そのため、縛られる側の政府が勝手に憲法解釈を変更することはできない。変更するならば、「憲法改正手続」により各議院の総議員２/3の賛成と国民投票による承認をクリアするべきであると言う。

第2次安倍内閣は「憲法改正手続」を避けた。まず、憲法改正に必要な総議員の賛成を２/３以上から過半数に引き下げようとしたが、公明党の賛成を得られずに断念した。次いで、閣議決定による解釈改憲に頼ろうとしたが、「集団的自衛権の行使は違憲」との立場を変えなかった内閣法制局に反対された。そこで内閣法制局長官を退任させ、集団的自衛権の行使に積極的な小松一郎氏を抜擢した。この人事は「内閣法制局長官は内閣法制局の職員から任命する」という暗黙の了解を破ったため、「禁じ手」と評価されている。そうしてようやく、閣議決定による解釈改憲を実現させた。これは憲法の破壊・無視である。

しかし7月1日の「集団的自衛権行使を認めた閣議決定」では、内閣法制局と公明党は、憲法の域を出ないようにぎりぎりの線で踏みとどめている。政府はこの閣議決定を受けて、集団的自衛権の行使を裏づけようとして、秋の臨時国会に自衛隊法改正案など関連法案の提出を目指している。しかし政府の提出する集団的自衛権の行使の関連法案を、憲法の中に封じ込めることだ。私たちはこのことを通して、憲法問題を自分たちの憲法として学習して、国民的な議論を積み重ねていくことでなければならない。

（参考資料…「集団的自衛権」と「憲法」との関連について…伊藤 建から）
３．ネット右翼の問題
　　　　　　　　　　　　　　　　　　   井上　豊（広島長束教会牧師）

　日本キリスト教会にはインターネットなど全く関わろうとしない人も多いのですが、その人がもしもネット上の書き込みを見たら、仰天してしまうかもしれません。これは、今年７月12日のYAHOO!JAPANニュース＜集団的自衛権＞「危険切迫」で行使可能、武力事態法改正へ、について掲示板に書かれていたものです。

　「攻撃受けて死傷したら意味がないからな。やられる前にやる。当り前なことだよ」（6138、1512）　
　かっこ内の数字は、左が賛成、右が反対の、その時点での人数です。この件では、他に中国と北朝鮮への戦争を主張したり、日本の核武装を唱える意見もありました。このような、ネットを使って右翼的な考えを発表する人たちをネット右翼、略してネトウヨと呼びます。この時は、「こうやってずるずると拡大解釈していくんだな。で、しまいにはどんでもないことになる」（108、39）という意見も出ていましたが、全体的にはまさに右翼の言いたい放題です。もしも掲示板の中に犯罪の予告があったりすると警察に通報されることもありますが、大部分は放任されたままです。今の日本をネット社会と断言することははばかられますが、しかしネットが大きな影響力を持っていることは確かで、これはヘイトスピーチにもつながっています。この現状を私たちはどう見るべきでしょうか。

　第一に、こんなものは読まなくてもかまわないということです。だいたいこんな意見表明を読んで気分を害したり、相手の土俵に引きずり込まれるくらいなら、一切相手にしないに限ります。彼らは匿名でしか勇ましいことを言えない連中なのですから。

　第二に、彼らの思っている現実は仮想現実でしかないという、その限界を見極めておくことです。彼らは戦争をテレビゲームの延長のようにしか思っていません。ネット上で戦争を叫ぶ人たちが、現実の戦争で銃を持って戦えるとはとても思えないのです。

　しかし、ネットというのは適切に用いることも出来ます。ネットによって意見を発表しあうのは必ずしも悪いことではありません。例えばソチオリンピックで浅田真央選手がショートプログラムの失敗のあとフリーで見事な演技をしましたが、これが中国で大きな感動を呼び、今度はそれがネットを通して日本に伝えられたことで、今度は、ふだんは中国をさんざんけなしているネットユーザーから、「中国の人たち、ありがとう」という声があがったということもありました。
　ネット上の書き込みが過激なものになるのはどこの国にも見られることですが、非常識な意見が国境を超えて応酬しあう負のスパイラルで得する人はほとんどおりません。どうかこれが、有益で建設的な意見が交わされる正のスパイラルに転化して行くことが望まれます。
　ネット社会が訪れる前、自分の意見を書いて発表することは、万人に出来るものではありませんでした。しかし今、誰もが、ごく短いものであっても、自分の意見をこうして自由に発表出来るのは一面素晴らしいことでもあります。その自由をサタンの手に委ねないために、関心のある人が、たとえ意見を異にする人たちから集中砲火を浴びることがあっても、信仰から来る考えぬいた言葉を発信し続けることは、意味があることと考えます。
４．天皇制と私達の信仰
                                                 山口俊夫（小平教会長老）

先の靖国神社問題特別委員会でそれぞれの委員は各自のテーマを研究して、次期委員会に報告書を提出することになったが、私は「天皇問題」を取り上げることになったので、土肥昭夫著『天皇とキリスト』（近現代天皇制とキリスト教の教会史的考察）新教出版社2012を読んだ。以下にその内容を参考にして与えられたテーマについて纏めてみた。
戦国時代の混乱期を経て、実質的に全国を支配した徳川家も朝廷から征夷大将軍としての役職を賜り幕府を組織した。朝廷は実質的な政治権力者とは異なる特殊な実権を持っていたことになる。これはなぜそうなっていたのであろうか。
日本の国土では元々人民は稲作農耕を重んじて生活をしていたため、その地主と農耕者との間の家族関係が成立していた。そこへ蒙古あたりから豪族がたどり着き、広大な土地を獲得し大地主になり、民衆との間には家族的社会を作ることになった。この大地主が天皇家であった。
時が経て、権力を持ち続けた徳川幕府も政治的に行き詰まり、大政を朝廷に奉還することになり、新しい政権が発足するに至った。新政権を担う諸侯達は諸外国と釣り合う強い国家を作ろうとして、天照大神の子孫であるといわれていた天皇を現人神に仕立てて、その下に国民を結集しようとした。彼らはこの新政権である明治政府の基本方針を内外に示すために、15歳の明治天皇に「五箇条の御誓文」と呼ばれる宣言文を発表せしめた。この中で「万機公論に決すべし」と謳いながら、発布された大日本帝国憲法に「万世一系ノ天皇之ヲ統治ス」「天皇ハ神聖ニシテ侵スヘカラス」という天皇大主権主義を憲法に掲げている。国民は天皇の臣民であることを前提にしており、諸外国の圧力で挿入された信教の自由も条件付きであった。靖国神社も天皇のために戦死した者を祀り天皇への忠誠心をたたえるための施設であった。
また、天皇の良き臣民を育てることを目的とした道徳的規範である教育勅語を発布し、天皇の御真影とともに教育勅語を神聖化し、教育界に緊張と混乱を残した。ミッションスクールでも、教育勅語を国家の休日（天皇家の祭事が行われる日）に読むことを強いられた。その上、聖書を教えることも許されなかった。第一高等学校の教師であった内村鑑三は、教育勅語の前で最敬礼をしなかったことから学校を追われ、以後多方面から非難を浴びせられた。これは一つに事例にすぎないが、キリスト教関係者に厳しく当たる国家権力の下で、教会の指導者達は教会の存続のためにやむを得ず妥協的な態度をとらざるを得なかったが、彼らもまた天皇制は日本の独特な歴史的な伝統もしくは文化であると容認していたことを、最初に掲げた書物から知ることができる。彼らの中には鋭い見解を持っていた指導者もいたが、当時の教会は教理的に未熟で正統的信仰が身についていなかったのかも知れない。日本が大陸に軍隊を派兵し、それらの地域にも天皇制を強いながらアジア全域に戦域を広めていった。天皇が現人神であることを明確に認めようとしない教派に厳しい弾圧を加え投獄された信徒・教職者もいた。国家権力は信仰内容までも踏みにじり、教会も戦う国家の道具にされてしまった。
沖縄は悲惨な戦場となり、本土の主要都市も爆撃で焦土と化し、広島・長崎には原子爆弾が投下された。その結果、日本政府は連合国のポツダム宣言を受諾して戦争は終結した。受諾するか否かについて政府内で意見が分かれ、天皇の聖断を仰ぐことになった。天皇はポツダム宣言には国体を変更することに触れていないことを確認して、本土上陸作戦の継続を主張する強硬派を押し切って受託することを決めたとのことである。
今から160年ほど前にアメリカから渡来した宣教師によって播かれた福音の種から芽生えてきた教会は かろうじて耐え続けてきたが、敗戦を迎えて、だれにも監視されずに自由に礼拝を守れるようになったのは大きな喜びであった。牢から解放された共産党幹部だけが天皇制を打倒し人民の総意による共和政府を樹立することを主張したが、その後帰国した共産党の野坂参三ですら、天皇制や天皇家の存続は人民の総意にゆだねるという意見を持っていたほど旧体制にたいする幻想を持っていたようである。GHQは天皇が自ら民主的な天皇であることを表明させようとして人間宣言させた。さらに日本における天皇制の特殊性を考慮して、国内の混乱を避けるために天皇を利用して占領政策を続けた。日本通のアメリカ側の要人は天皇を日本の女王蜂のようであると考えていた(長清子『出逢い』2009　キリスト新聞社)。
1947年に新たに施行された日本国憲法は、天皇が日本国の象徴であり日本国民統合の象徴であると謳っている。日本人は古くから天皇に対する親しみと幻想を持ち続けてきた。そのため憲法の中で天皇をどのように位置づけようとも、天皇を無意識的にも偶像化するならば、普遍的価値観を無視する負の結果がもたらされることになる。日本国憲法には条件なしの信教の自由が掲げられたことは素晴らしい。丘の上の灯台の光を照らそうと希望をもってヨーロッパから新大陸に渡ってきた信徒が経験したことは、一足先に渡来して植民地を統治していた体制教会(established　churches)に属する総督が説教をすることを許さないことであった。この苦い経験を覚えていたアメリカ人は1791年の憲法第一修正条項に「信教の自由」の項目を付け加えた。「信教の自由」は基本的人権の一つである。残念なことに日本では八百万の神々を拝んできたため、その重要性を知らない。
安倍晋三総理大臣は戦後レジュームから脱却して日本を取り戻そうと繰り返し発言し、積極的平和外交を展開しようと訴えて大国主義を広めようとしている。これは国民を為政者から守ろうとする立憲政治から、天皇を元首としその下に国民を纏めて強い国家を形成しようとした大日本帝国憲法の精神に戻そうとしていると受け止められる。このような危険なイデオロギーは、天皇制に寛容な日本人の感情から容易に消滅するとは思えない。
そうだとすればわたしたちはどうすれば良いのであろうか。わたしたちは主なる神から選ばれ、主の体である教会の一員にされているのである。御言葉の導きをあおぎつつ、世の終わりまで私達と共におられる方を礼拝し、共に力を合わせ、御旨の証を続けて行こう。その証の一つとして為政者のために祈り続けることも求められている。為政者は国家を統治するために神から委託された器である。その器は正義と愛と公平と平和を司る管理者である。
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